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 事 件 番 号      令和２年(行ケ)第１００４３号 

○ 発明の名称を「架橋アクリル系樹脂粒子及びその製造方法，樹脂組成物並びに包装

物品」とする発明に係る特許権（特許第６３１３９７４号）につき，進歩性が認められな

いとして特許を取り消した異議決定が取り消された事例 

（事件類型）特許取消決定取消 （結論）決定取消 

（関連条文）特許法２９条２項 

（関連する権利番号等）特許第６３１３９７４号 

（審決）異議２０１８－７００８３６号 

             判 決 要 旨 

１ 本件発明１と甲２－３（国際公開第２００８／０２３６４８号）に記載されて

いる引用発明ｃ－２の相違点ｃ２について 

 （1） 相違点ｃ２は，次のとおりである。 

 本件発明１では「体積平均粒径の２倍以上の粒径を有する大径粒子の含有量が１．

０体積％以下であり，体積平均粒径が３～５０μｍである」のに対して，引用発明

ｃ－１では「平均粒子径６．０μｍで平均粒子径の２倍以上の粒子径を有する粗大

粒子が２５個／０．５ｇである」点 

 (2) 平均粒子径について 

 本件発明１の大径粒子は，「体積平均粒径の２倍以上の粒径を有する」ものであ

るところ，本件発明では，架橋アクリル系樹脂粒子の体積平均粒径は，コールター

マルチサイザーⅢ（ベックマン・コールター社製測定装置）により測定するもので

あり，１０万個の体積基準の粒度分布における算術平均である。 

 引用発明ｃ－１の粗大粒子は，「平均粒子径６．０μｍで平均粒子径の２倍以上

の粒子径を有する」ものであるところ，甲２－３は，マルチサイザーⅡを使用して，

粒子径の測定を行い，体積基準で平均粒子径を算出するものである。 

 マルチサイザーは，算術平均，幾何平均のいずれもを測定することができるもの

であるため，引用発明ｃ－１の平均粒子径は，算術平均なのか幾何平均なのかは，

甲２－３の記載からは明らかではないが，乙１（「ＪＩＳ Ｚ ８１０１－１：１

９９９」）によると，一般に，「平均」は，算術平均ということが認められる。ま

た，乙４（特開２０１２－９２３２７号公報）では，マルチサイザーⅡは，樹脂粒

子の体積平均粒子径，すなわち，体積基準の粒度分布における粒子径の算術平均径

の測定に用いられている。 

 これらによると，甲２－３の「体積基準で平均粒子径を算出した」という記載は，

体積基準の粒度分布における算術平均で粒子径の平均径を算出したことを意味する

と理解できる。 
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 また，本件発明１も引用発明ｃ－１も，いずれも，体積基準の粒度分布における

算術平均で粒子径の平均径を算出するのであるから，「粒径」については，同じ意

味を有すると認められる。 

 そして，引用発明ｃ－１の平均粒子径「６．０μｍ」の値は，本件発明１の体積

平均粒径「３～５０μｍ」の範囲に含まれるから，引用発明ｃ－１の「平均粒子径

の２倍以上の粒子径を有する粗大粒子」は，本件発明１の「体積平均粒径の２倍以

上の粒径を有する大径粒子」と同義であると解される。 

 (3) 大径粒子の含有量について 

  ア 引用発明ｃ－１における「平均粒子径」は，算術平均により算出された体

積平均粒子径であるが，これは，体積相当径であり，その粒子が真球であると仮定

して求めた値であると認められる。 

 引用発明ｃ－１の「平均粒子径６．０μｍ」の粒子が真球であるとしてその体積

を計算すると，１．１３×１０ － １ ０ｃｍ ３となる。 

（計算式）４／３×π×（６．０μｍ／２） ３＝１１３μｍ ３  

                    ＝１．１３×１０ － １ ０ｃｍ３  

 引用発明ｃ－１の粒子を構成する材料の中で，ブチルメタクリレートを含むメタ

クリレートを主なモノマーとするメタクリル樹脂の密度（比重）は，１．２ｇ／ｃ

ｍ３程度であるから，引用発明ｃ－１の平均的な粒子の１個当たりの質量は，１．３

６×１０ － １ ０ｇ／個となる。 

（計算式）１．１３×１０ － １ ０ｃｍ ３×１．２ｇ／ｃｍ ３＝１．３６×１０ － １ ０ｇ／

個 

 そうすると，樹脂粒子０．５ｇには，３．６９×１０ ９個の粒子が含まれていると

概算することができる。 

（計算式）０．５ｇ÷１．３６×１０ － １ ０ｇ／個＝３．６９×１０ ９個 

  イ 以上によると，引用発明ｃ－１では，全粒子０．５ｇは，「平均粒子径の

２倍以上の粒子径を有する粒子」と「平均粒子径の２倍未満の粒子径を有する粒子」

の少なくとも「１０ ８個程度のオーダー」の個数の混合物であり，この０．５ｇ（少

なくとも１０ ８個程度のオーダー）中に，「平均粒子径の２倍以上の粒子径を有する

粗大粒子」が２５個あることになるから，「平均粒子径の２倍以上の粒子径を有す

る粗大粒子」の全粒子に対する個数基準の含有率は，２．５×１０ － ５％（０.０００

０２５％）と極めて小さい値となり，当業者は，１．０体積％を超えることはない

と認識するものと認められる。 

 (4) 上記(2)，(3)によると，相違点ｃ２は，実質的な相違点であるということは

できないから，相違点ｃ２に関する本件決定の判断に誤りはない。 

２ 本件発明１と甲２－３に記載されている引用発明ｃ－１の相違点ｃ１について 

 (1) 相違点ｃ１は，次のとおりである。 
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 本件発明１では「１２０℃で１．５時間加熱後の残存モノマー及び水分を含む揮

発分の揮発による加熱減量が１．５％以下」であるのに対して，引用発明ｃ－１で

は当該「加熱減量」につき特定されていない点 

 (2) 引用発明ｃ－１は，粒子径分布が好適範囲に管理されていても，平均粒子径

から大きく逸脱する粗大粒子が存在する場合には，表示品位の低下や，光学フィル

ムに欠点が生じるため，好適な粒子径を逸脱する粗大な粒子の含有量が低レベルに

低減された微粒子，及び，このような微粒子の製造方法，並びにこの微粒子を含む

樹脂組成物を提供するものであり，湿式分級と乾式分級とを組み合わせた方法によ

り処理することで，粒径の好適範囲から逸脱する粗大粒子や微小粒子を一層効率よ

く低減するものである。 

 本件発明は，粒子中の揮発分は，塗工用樹脂，溶剤との馴染みを悪化させ，凝集

の発生や，塗膜乾燥時の揮発を生じ，表面ムラなどを生じさせ，その結果，塗膜表

面の傷付き性の低下が生じるため，加熱減量を減ずるという構成を採用することで，

課題解決を図ったものであり，架橋アクリル酸系樹脂粒子の揮発分が塗膜表面にム

ラなどを生じさせる結果，塗膜表面の傷付き性能の低下が生じてしまうことを解決

することを課題としているところ，甲２－３には，このような本件発明の課題は現

れていない。 

 また，本件優先日以前の各文献によると，合成樹脂粒子の製造については，水分

量を低減させ，残存モノマーを低減させることにより，その品質を向上させること

が知られていたことは認められるが，前記各文献から，本件発明のように，粒子中

の揮発分が表面ムラの発生や，塗膜表面の傷付き性低下などを生じさせていたとい

う課題や，この課題を解決するために，加熱減量を減ずるという構成を採用するこ

とが，本件優先日当時，当業者に知られていたと認めることはできないし，まして，

本件発明の「加熱減量の上限値１．５％」が当業者に知られていたと認めることは

できない。 

 そして，他に，上記の点について動機付けとなる証拠が存するとは認められない

から，甲２－３によって，相違点ｃ－１を容易に想到することができたと認めるこ

とはできず，本件発明１は，当業者が容易に発明をすることができたものではない。 

  (3) 以上によると，本件発明１が，当業者が容易に発明をすることができたも

のであるとする本件決定の判断に誤りがある。 

３ 本件発明１と甲２－３に記載されている引用発明ｃ－３の相違点ｃ３について 

 (1) 相違点ｃ３は，次のとおりである。 

 「架橋アクリル系樹脂粒子」につき，本件発明１では「バインダー樹脂及び粘度

を調整するための溶媒（水を除く）と共に樹脂組成物を構成し，上記樹脂組成物か

ら形成される塗膜表面に凹凸を形成する」のに対して，引用発明ｃ－１では，当該

特定がされていない点 
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 (2) 甲２－３には，引用発明ｃ－１の微粒子，バインダー樹脂及び有機溶剤を含

む塗布用組成物を基材に塗布して，光学部材の表面に，均一で，微細な凹凸を形成

することの示唆があるから，本件発明１の相違点ｃ３の構成は，甲２－３に基づい

て，当業者が容易に想到し得るものである。 

 (3) 以上によると，相違点ｃ３に関する本件決定の判断に誤りはない。 

                                   以上 


